（様式例20）

所得税法施行令第２１７条第１号の２、第３号又は第４号及び法人税法施行令第７７条第１号の２、第３号又は第４号に掲げる特定公益増進法人であることの証明申請書

文書番号
  

                                    令和　　年　月　日

文部科学大臣　殿
                   　　　


学校法人の主たる事務所の所在地

学校法人○○学園

理事長（記名・押印）
当法人は、所得税法施行令第２１７条第４号及び法人税法施行令第７７条第４号に掲げる法人であることを証明願います。
（様式例21）

寄  付  金  募  集  要  綱
  １　寄付金の募集目的及び使途
        目      的
        使      途
  ２　寄付金の募集目標額並びにその募集の区域及び対象
        募集目標額
        募集区域
        募集対象
  ３　寄付金の募集期間
  ４　募集した寄付金の管理方法
  ５　寄付金の募集に要する経費
（注）

１　寄付金の募集活動を行わない場合，「募集」を「受入」と読み替えて作成してください。

２　追加募集の場合は，追加する事項のみを記入してください。
（様式例22）

寄付金支出計画書
	寄 附 の 相 手 方
	名称等
	

	
	住所
	

	
	事業内容
	

	寄付金額
	

	寄付目的
	

	寄付予定時期
	令和　　年　　月　　日


（様式例23）
文書番号
     　　        　　                        令和　　年　月　日
文部科学大臣　殿
                   　　　


学校法人の主たる事務所の所在地

学校法人○○学園

理事長（記名・押印）
当法人が設置する各種学校（校名）における、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第一の一の表の外交若しくは公用の在留資格又は四の表の家族滞在の在留資格をもって在留する外国人児童生徒（小学校・中学校・高等学校段階）の数及び全体の在籍者数（小学校・中学校・高等学校段階）は、以下の通りです。
　　 　○上記在留資格所有者数　　　名
　　 　○全体の在籍者数            名
（様式例24）

「所得税法施行令第２１７条第１号の２，第３号又は第４号及び法人税法施行令第７７条第１号の２，第３号又は第４号に掲げる特定公益増進法人であることの証明書」に係る寄付金募集実績報告書

文書番号
　　　                                     令和　　年　月　日

文部科学大臣　殿
                   　　　


学校法人の主たる事務所の所在地

学校法人○○学園

理事長（記名・押印）
令和　年　月　日付け　受文科高第　号で，当法人が所得税法施行令第２１７条第４号及び法人税法施行令第７７条第４号に掲げる法人であることの証明を受けましたが，この証明書の有効期限が満了しましたので，この期間に募集した寄付金の額及びその使途を別添のとおり報告します。
                                                （様式例25）

寄  付  金  募  集  実  績  報  告  書
　１　寄付金の募集期間
　      令和    年    月    日～令和    年    月    日

　２　募金額

　　                    円（募集目標額        円）（達成率  ％）

（内訳）

個　人


件

円

法　人


件

円

計


件

円

３　使途

○○○に充当


円

×××に充当


円

－－－に充当


円

計



円

（注）寄付金の募集活動を行っていない場合は，募集目標額及び達成率は記入する必要はありません。
（備考）別途作成したものがあれば、それをもって報告書としてもかまいません。
（様式例26）
「所得税法施行令第２１７条第１号の２，第３号又は第４号及び法人税法施行令第７７条第１号の２，第３号又は第４号に掲げる特定公益増進法人であることの証明申請書」についての内容変更届（追加募集届）

文書番号
令和　　年　月　日
　　文部科学大臣　殿
                   　　　


学校法人の主たる事務所の所在地

学校法人○○学園

理事長（記名・押印）
当法人は，所得税法施行令第２１７条第４号及び法人税法施行令第７７条第４号に掲げる法人であることの証明についての申請書内容を変更いたしましたので届け出ます。

